様式第５号

平成２４年　　月　　日　　
　岡山県知事　　　　　　　　殿

特定非営利活動法人○○○○○

主たる事務所の所在地

代表者氏名　　　　　　　　印

電話番号

定款変更届出書

　次のとおり定款を変更したので、特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第25条第６項（同法第52条第１項の規定により読み替えて適用する場合及び同法第62条において準用する場合を含む。）の規定により、当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を添えて届け出ます。
記

１　変更する内容
　　法改正に伴い会計書類を見直したことに係る変更
	変更後
	変更前

	別紙のとおり


２　変更の理由

　　法改正に伴い会計書類を見直したため。
	変更後
	変更前

	第３９条　この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

 (1)　設立の時の財産目録に記載された資産

 (2)・(3)　略

 (4)　財産から生じる収益
 (5)　事業に伴う収益
 (6)　その他の収益
第４４条　この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、理事長が作成し、総会の議決を経なければならない。

第４５条　前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を講じることができる。

２　前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

第４８条　この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。

２　略
	第３９条　この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

 (1)　設立当初の財産目録に記載された資産

 (2)・(3)　略

 (4)　財産から生じる収入
 (5)　事業に伴う収入
 (6)　その他の収入
第４４条　この法人の事業計画及びこれに伴う収支予算は、理事長が作成し、総会の議決を経なければならない。

第４５条　前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収入支出することができる。
２　前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。

第４８条　この法人の事業報告書、収支計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。

２　略


